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別 紙 １ 
消 費 税 法 基 本 通 達 新 旧 対 照 表 

(注)  アンダーラインを付した箇所が改正部分である。 

改      正      後 改      正      前 

（「新設法人」の意義） 

1－5－15 法第 12 条の２《基準期間がない法人の

納税義務の免除の特例》に規定する「新設法人」

には、基準期間がない事業年度の開始の日にお

ける資本金の額又は出資の金額が 1,000 万円以

上である法人が該当するのであるから、法人を

新規に設立した事業年度に限らず当該設立した

事業年度の翌事業年度以後の事業年度であって

も、基準期間がない事業年度の開始の日におけ

る資本金の額又は出資の金額が 1,000 万円以上

である場合には、新設法人に該当することとな

るのであるから留意する。 

 

（出資の金額の範囲） 

1－5－16 法第 12 条の２《基準期間がない法人の

納税義務の免除の特例》に規定する「出資の金

額」には、営利法人である合名会社、合資会社

又は合同会社に係る出資の金額に限らず、民法

第 34 条《公益法人の設立》に規定する公益法人

で出資を受け入れることとしている場合の当該

法人に係る出資の金額、農業協同組合及び漁業

協同組合等の協同組合に係る出資の金額、特別

の法律により設立された法人で出資を受け入れ

ることとしている当該法人に係る出資の金額、

地方公営企業法第 18条《設立》に規定する地方

公共団体が経営する企業に係る出資の金額及び

その他の法人で出資を受け入れることとしてい

る場合の当該法人に係る出資の金額が該当する

のであるから留意する。 

 

（新設法人の３年目以後の取扱い） 

1－5－18 法第 12 条の２《基準期間がない法人の

納税義務の免除の特例》の規定は、基準期間が

ない法人について適用されるのであるから、資

本金の額又は出資の金額が 1,000 万円以上であ

る法人であっても、基準期間ができた以後の課

（「新設法人」の意義） 

1－5－15 法第 12 条の２《基準期間がない法人の

納税義務の免除の特例》に規定する「新設法人」

には、基準期間がない事業年度の開始の日にお

ける資本又は出資の金額が 1,000 万円以上であ

る法人が該当するのであるから、法人を新規に

設立した事業年度に限らず当該設立した事業年

度の翌事業年度以後の事業年度であっても、基

準期間がない事業年度の開始の日における資本

又は出資の金額が 1,000 万円以上である場合に

は、新設法人に該当することとなるのであるか

ら留意する。 

 

（出資の金額の範囲） 

1－5－16 法第 12 条の２《基準期間がない法人の

納税義務の免除の特例》に規定する「出資の金

額」には、営利法人である合名会社、合資会社

に係る出資の金額に限らず、民法第 34 条《公益

法人の設立》に規定する公益法人で出資を受け

入れることとしている場合の当該法人に係る出

資の金額、農業協同組合及び漁業協同組合等の

協同組合に係る出資の金額、特別の法律により

設立された法人で出資を受け入れることとして

いる当該法人に係る出資の金額、地方公営企業

法第 18 条《設立》に規定する地方公共団体が経

営する企業に係る出資の金額及びその他の法人

で出資を受け入れることとしている場合の当該

法人に係る出資の金額が該当するのであるから

留意する。 

 

（新設法人の３年目以後の取扱い） 

1－5－18 法第 12 条の２《基準期間がない法人の

納税義務の免除の特例》の規定は、基準期間が

ない法人について適用されるのであるから、資

本又は出資の金額が 1,000 万円以上である法人

であっても、基準期間ができた以後の課税期間
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改      正      後 改      正      前 

税期間における納税義務の有無の判定は、法第

９条第１項《小規模事業者に係る納税義務の免

除》の規定によることとなるのであるから留意

する。 

(注) 当該法人が、合併又は分割等により設立

された法人である場合には、基準期間がで

きた以後の課税期間における納税義務の有

無の判定は、法第９条第１項の規定による

ほか法第 11条《合併があった場合の納税義

務の免除の特例》又は第 12 条《分割等があ

った場合の納税義務の免除の特例》の規定

によることとなるのであるから留意する。 

 

（組織変更の場合の課税期間） 

3－2－2  法人が会社法その他の法令の規定によ

りその組織を変更して他の種類の法人となった

場合には、その組織変更前の法人の解散の登記、

組織変更後の法人の設立の登記にかかわらず、

その解散又は設立はなかったものとして取り扱

う。したがって、当該法人の課税期間は、その

組織変更によって区分されず継続することに留

意する。 

(注) 基準期間ができた以後の課税期間におい

て組織変更した法人については、法第 12

条の２《基準期間がない法人の納税義務の

免除の特例》の規定の適用を受けないので

あるから留意する。 

 

（設立無効等の判決を受けた場合の清算） 

3－2－5 法人が設立無効又は設立取消しの判決

により会社法の規定に従って清算をする場合に

は、当該判決の確定の日において解散したもの

とする。 

 

（剰余金の配当等） 

5－2－8 剰余金の配当若しくは利益の配当又は

剰余金の分配（出資に係るものに限る。）は、株

主又は出資者たる地位に基づき、出資に対する

配当又は分配として受けるものであるから、資

における納税義務の有無の判定は、法第９条第

１項《小規模事業者に係る納税義務の免除》の

規定によることとなるのであるから留意する。 

 

(注) 当該法人が、合併又は分割等により設立

された法人である場合には、基準期間がで

きた以後の課税期間における納税義務の有

無の判定は、法第９条第１項の規定による

ほか法第 11条《合併があった場合の納税義

務の免除の特例》又は第 12 条《分割等があ

った場合の納税義務の免除の特例》の規定

によることとなるのであるから留意する。 

 

（組織変更の場合の課税期間） 

3－2－2  法人が商法その他の法令の規定により

その組織を変更して他の種類の法人となった場

合には、その組織変更前の法人の解散の登記、

組織変更後の法人の設立の登記にかかわらず、

その解散又は設立はなかったものとして取り扱

う。したがって、当該法人の課税期間は、その

組織変更によって区分されず継続することに留

意する。 

(注) 基準期間ができた以後の課税期間におい

て組織変更した法人については、法第 12

条の２《基準期間がない法人の納税義務の

免除の特例》の規定の適用を受けないので

あるから留意する。 

 

（設立無効等の判決を受けた場合の清算） 

3－2－5 法人が設立無効又は設立取消しの判決

により商法の規定に従って清算をする場合に

は、当該判決の確定の日において解散したもの

とする。 

 

（利益の配当等） 

5－2－8 利益の配当（商法第 293 条の５第１項

《中間配当》に規定する金銭の分配を含む。）又

は剰余金の分配（出資に係るものに限る。）は、

株主又は出資者たる地位に基づき、出資に対す
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改      正      後 改      正      前 

産の譲渡等の対価に該当しないことに留意す

る。 

 

(注) 事業者が、法法第 60 条の２第１項第１号

《協同組合等の事業分量配当等の損金算

入》に掲げる事業分量配当（当該事業者が

協同組合等から行った課税仕入れに係るも

のに限る。）を受けた場合には、法第 32 条

《仕入れに係る対価の返還等を受けた場合

の仕入れに係る消費税額の控除の特例》の

規定が適用されることになる。 

 

（自己株式の取扱い） 

5－2－9  法人が自己株式を取得する場合（証券市

場での買入れによる取得を除く。）における株主

から当該法人への株式の引渡し及び法人が自己

株式を処分する場合における他の者への株式の

引渡しは、いずれも資産の譲渡等に該当しない。 

 

（同順位の株主グループ） 

5－3－4 法第４条第４項第２号《役員に対するみ

なし譲渡》に規定する役員の範囲につき法法令

第 71 条第１項第５号イからハまで《使用人兼務

役員とされない役員》の規定を適用する場合に

おいて、第１順位の株主グループと同順位の株

主グループがあるときは当該同順位の株主グル

ープを含めたものが第１順位の株主グループに

該当し、これに続く株主グループが第２順位の

株主グループに該当することに留意する。 

(注) 例えば、Ａ株主グループ及びＢ株主グル

ープの所有割合（法法令第 71 条第３項に規

定する所有割合をいう。以下同じ。）がそれ

ぞれ 20％、Ｃ株主グループ及びＤ株主グル

ープの所有割合がそれぞれ 15％の場合に

は、Ａ株主グループ及びＢ株主グループが

第１順位の株主グループに該当してその割

合は 40％となり、Ｃ株主グループ及びＤ株

主グループが第２順位の株主グループに該

当してその所有割合は 30％となる。 

る配当又は分配として受けるものであるから、

資産の譲渡等の対価に該当しないことに留意す

る。 

(注) 事業者が、法法第 61 条第１項第１号《協

同組合等の事業分量配当等の損金算入》に

掲げる事業分量配当（当該事業者が協同組

合等から行った課税仕入れに係るものに限

る。）を受けた場合には、法第 32 条《仕入

れに係る対価の返還等を受けた場合の仕入

れに係る消費税額の控除の特例》の規定が

適用されることになる。 

 

（減資（株式の有償消却）に係る取扱い） 

5－2－9  法人が株式の有償消却の方法により減

資を行うために株主から自己株式を取得する場

合（証券市場での買入れによる取得を除く。）に

おける株主から当該法人への有償による株式の

引渡しは、資産の譲渡等に該当しない。 

 

（同順位の株主グループ） 

5－3－4 法第４条第４項第２号《役員に対するみ

なし譲渡》に規定する役員の範囲につき法法令

第 71 条第１項第４号イからハまで《使用人兼務

役員とされない役員》の規定を適用する場合に

おいて、第１順位の株主グループと同順位の株

主グループがあるときは当該同順位の株主グル

ープを含めたものが第１順位の株主グループに

該当し、これに続く株主グループが第２順位の

株主グループに該当することに留意する。 

(注) 例えば、Ａ株主グループ及びＢ株主グル

ープの持株割合がそれぞれ 20％、Ｃ株主グ

ループ及びＤ株主グループの持株割合がそ

れぞれ 15％の場合には、Ａ株主グループ及

びＢ株主グループが第１順位の株主グルー

プに該当してその割合は 40％となり、Ｃ株

主グループ及びＤ株主グループが第２順位

の株主グループに該当してその持株割合は

30％となる。 
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改      正      後 改      正      前 

（非課税の対象となる有価証券等の範囲） 

6－2－1 法別表第一第２号《有価証券等の譲渡》

の規定によりその譲渡が非課税となる有価証券

等には、おおむね次のものが該当するのである

から留意する。 

⑴ 証券取引法第２条第１項《有価証券の定義》

に規定する有価証券 

  イ～ハ （省略） 

ニ 資産の流動化に関する法律（以下６―２

―１において「資産流動化法」という。）に

規定する特定社債券 

  ホ～へ （省略） 

ト 協同組織金融機関の優先出資に関する法

律（以下６―２―１において「優先出資法」

という。）に規定する優先出資証券 

 

 

チ 資産流動化法に規定する優先出資証券又

は新優先出資引受権を表示する証券 

 

 

リ 株券又は新株予約権証券 

 

ヌ～ツ （省略） 

⑵ ⑴に類するもの 

 

 

 

イ ⑴イからタまでに掲げる有価証券に表示

されるべき権利で有価証券が発行されてい

ないもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

（非課税の対象となる有価証券等の範囲） 

6－2－1 法別表第一第２号《有価証券等の譲渡》

の規定によりその譲渡が非課税となる有価証券

等には、おおむね次のものが該当するのである

から留意する。 

⑴ 証券取引法第２条第１項《有価証券の定義》

に規定する有価証券 

イ～ハ （同左） 

ニ 資産の流動化に関する法律（以下６―２

―１及び６―２―１の３において「資産流

動化法」という。）に規定する特定社債券 

ホ～へ （同左） 

ト 協同組織金融機関の優先出資に関する法

律（以下６―２―１及び６―２―１の３に

おいて「優先出資法」という。）に規定する

優先出資証券又は優先出資引受権を表示す

る証書 

チ 資産流動化法に規定する優先出資証券

（単位未満優先出資証券を含む。以下６―

２―１において同じ。）又は新優先出資引受

権を表示する証券 

リ 株券、新株引受権証書又は新株予約権証

券 

ヌ～ツ （同左） 

⑵ ⑴に類するもの 

イ 商法第 220 条第１項《株式の発行、併合

又は分割の場合の一株未満の株式の処理》

に規定する端数の部分 

ロ ⑴イからタまでに掲げる有価証券に表示

されるべき権利で有価証券が発行されてい

ないもの 

ハ 株式の引受けによる権利及び優先出資

法、資産流動化法又は特定目的会社による

特定資産の流動化に関する法律等の一部を

改正する法律第１条《特定目的会社による

特定資産の流動化に関する法律の一部改

正》の規定による改正前の特定目的会社に

よる特定資産の流動化に関する法律（以下

６―２―１及び６―２―１の３において
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改      正      後 改      正      前 

 

 

ロ 合名会社、合資会社又は合同会社の社員 

の持分、協同組合等の組合員又は会員の持

分その他法人（人格のない社団等、匿名組

合及び民法上の組合を含む。）の出資者の持

分 

ハ 株主又は投資主（投資信託法第２条第 23

項に規定する投資主をいう。）となる権利、

優先出資者（優先出資法第 13 条の優先出資

者をいう。）となる権利、特定社員（資産流

動化法第２条第５項に規定する特定社員を

いう。）又は優先出資社員（同法第 26 条に

規定する優先出資社員をいう。）となる権利

その他法人の出資者となる権利 

ニ 抵当証券（これに類する外国の証券を含

む。） 

ホ 貸付金、預金、売掛金その他の金銭債権 

(注)１ 居住者が発行する譲渡性預金証書は

預金に該当する。 

２ ⑵イには、例えば、令第１条第２項

第３号《登録国債等の範囲》に規定す

る登録国債等、社債等の振替に関する

法律（以下６―３―１において「社債

等振替法」という。）の規定による振替

口座簿の記載又は記録により定まるも

のとされるもの、株券の発行がない株

式、新株予約権、優先出資法又は資産

流動化法に規定する優先出資証券の発

行がない優先出資及び投資信託法に規

定する投資証券の発行がない投資口が

該当する。 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

「旧資産流動化法」という。）の規定による

優先出資の引受けによる権利 

ニ 合名会社、合資会社又は有限会社の社員 

の持分、協同組合等の組合員又は会員の持

分その他法人（人格のない社団等、匿名組

合及び民法上の組合を含む。）の出資者の持

分 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホ 抵当証券（これに類する外国の証券を含

む。） 

ヘ 貸付金、預金、売掛金その他の金銭債権 

(注)１ 居住者が発行する譲渡性預金証書は

預金に該当する。 

２ ⑵ロには、例えば、令第１条第２項

第３号《登録国債等の範囲》に規定す

る登録国債等、社債等の振替に関する

法律（以下６―３―１において「社債

等振替法」という。）の規定による振替

口座簿の記載又は記録により定まるも

のとされるもの、株券の発行がない株

式、新株引受権、新株予約権、優先出

資法又は資産流動化法に規定する優先

出資証券の発行がない優先出資、優先

出資法に規定する優先出資引受権及び

投資信託法に規定する投資証券の発行

がない投資口が該当する。 

 

（株式の引受けによる権利の意義） 

6－2－1 の 2 令第９条第１項第３号《有価証券に

類するものの範囲等》に規定する「株式の引受

けによる権利」とは、株式の申込みに対する割

当てがあった日の翌日（会社の設立に際して発
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改      正      後 改      正      前 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（有価証券等の譲渡の時期） 

9－1－17 有価証券（証券取引法第２条第１項《有

価証券の定義》に規定する有価証券をいう。）及

び令第９条第１項第２号、第４号及び第５号《有

価証券に類するものの範囲等》に規定する有価

証券に類するもののうち証券又は証書が発行さ

れているものの譲渡の時期は、別に定めるもの

を除き、その引渡しがあった日とする。 

(注) 法人が有価証券（法法第２条第 21号《定

義》に規定する有価証券をいう。）を譲渡し

た場合の資産の譲渡の時期について、法法

第 61 条の２第１項《有価証券の譲渡損益の

益金算入等》に規定する「その譲渡に係る

起人が引受けをする株式にあっては、その引受

けの日）から会社の設立登記の日の前日（新株

の発行の場合にあっては、払込期日）までの間

における株式引受人の地位をいう。 

 

（協同組織金融機関の優先出資に関する法律又は

資産の流動化に関する法律の規定による優先出資

の引受けによる権利の意義） 

6－2－1 の 3 令第９条第１項第３号《有価証券に

類するものの範囲等》に規定する「協同組織金

融機関の優先出資に関する法律、資産の流動化

に関する法律又は特定目的会社による特定資産

の流動化に関する法律等の一部を改正する法律

第１条《特定目的会社による資産の流動化に関

する法律の一部改正》の規定による改正前の特

定目的会社による特定資産の流動化に関する法

律の規定による優先出資の引受けによる権利」

とは、優先出資の申込みに対する割当てがあっ

た日の翌日から、優先出資法の規定による優先

出資の引受けによる権利にあってはその払込期

日まで、資産流動化法又は旧資産流動化法の規

定による優先出資の引受けによる権利にあって

はその優先出資の発行に係る事項の登記の日の

前日までの間における優先出資者の地位をい

う。 

 

（有価証券等の譲渡の時期） 

9－1－17 有価証券（証券取引法第２条第１項《有

価証券の定義》に規定する有価証券をいう。）及

び令第９条第１項第４号から第６号まで《有価

証券に類するものの範囲等》に規定する有価証

券に類するもののうち証券又は証書が発行され

ているものの譲渡の時期は、別に定めるものを

除き、その引渡しがあった日とする。 

(注) 法人が有価証券（法法第２条第 21号《定

義》に規定する有価証券をいう。）を譲渡し

た場合の資産の譲渡の時期について、法法

第 61 条の２第１項《有価証券の譲渡損益の

益金算入等》に規定する「その譲渡に係る
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改      正      後 改      正      前 

契約をした日」としている場合には、これ

を認める。 

 

（株券の発行がない株式等の譲渡の時期） 

9－1－17 の 2 令第９条第１項第１号及び第３号

《有価証券に類するものの範囲等》に規定する

有価証券に類するものの譲渡の時期は、証券の

代用物が発行されている場合はその引渡しがあ

った日、証券の代用物が発行されていない場合

は譲渡の意思表示があった日とする。 

 

（持分会社の社員の持分等の譲渡の時期） 

9－1－17 の 4 合名会社、合資会社又は合同会社

の社員の持分、協同組合等の組合員又は会員の

持分その他これらに類する法人（人格のない社

団等、匿名組合及び民法上の組合を含む。）の出

資者の持分（証券が発行されていないものに限

る。）の譲渡の時期は、譲渡の意思表示があった

日とする。 

 

（外貨建取引に係る対価） 

10－1－7 外貨建ての取引に係る資産の譲渡等の

対価の額は、所得税又は法人税の課税所得金額

の計算において外貨建ての取引に係る売上金額

その他の収入金額につき円換算して計上すべき

こととされている金額によるものとする。 

(注)１ 外貨建取引の円換算に係る法人税の取

扱いについては、法基通 13 の２―１―１

から 13 の２―２―18 まで《外貨建取引

の換算等》において定められている。 

   ２～３ （省略） 

 

（事業者が収受する事業分量配当金） 

12－1－3 法法第 60条の２第１項第１号《協同組

合等の事業分量配当等の損金算入》に掲げる協

同組合等から事業者が収受する事業分量配当金

のうち課税仕入れの分量等に応じた部分の金額

は、当該事業者の仕入れに係る対価の返還等に

該当することに留意する。 

契約をした日」としている場合には、これ

を認める。 

 

（株券の発行がない株式等の譲渡の時期） 

9－1－17 の 2 令第９条第１項第１号から第３号

まで《有価証券に類するものの範囲等》に規定

する有価証券に類するものの譲渡の時期は、証

券の代用物が発行されている場合はその引渡し

があった日、証券の代用物が発行されていない

場合は譲渡の意思表示があった日とする。 

 

（合名会社の社員の持分等の譲渡の時期） 

9－1－17 の 4 合名会社、合資会社又は有限会社

の社員の持分、協同組合等の組合員又は会員の

持分その他これらに類する法人（人格のない社

団等、匿名組合及び民法上の組合を含む。）の出

資者の持分（証券が発行されていないものに限

る。）の譲渡の時期は、譲渡の意思表示があった

日とする。 

 

（外貨建取引に係る対価） 

10－1－7 外貨建ての取引に係る資産の譲渡等の

対価の額は、所得税又は法人税の課税所得金額

の計算において外貨建ての取引に係る売上金額

その他の収入金額につき円換算して計上すべき

こととされている金額によるものとする。 

(注)１ 外貨建取引の円換算に係る法人税の取

扱いについては、法基通 13 の２―１―１

から 13 の２―２―19 まで《外貨建取引

の換算等》において定められている。 

   ２～３ （同左） 

 

（事業者が収受する事業分量配当金） 

12－1－3 法法第 61条第１項第１号《協同組合等

の事業分量配当等の損金算入》に掲げる協同組

合等から事業者が収受する事業分量配当金のう

ち課税仕入れの分量等に応じた部分の金額は、

当該事業者の仕入れに係る対価の返還等に該当

することに留意する。 
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改      正      後 改      正      前 

（協同組合等が支払う事業分量配当金） 

14－1－3 法法第 60条の２第１項第１号《協同組

合等の事業分量配当等の損金算入》に掲げる協

同組合等が組合員等に支払う事業分量配当金の

うち課税資産の譲渡等の分量等に応じた部分の

金額は、当該協同組合等の売上げに係る対価の

返還等に該当することに留意する。 

 

（残余財産の確定） 

15－2－6 法第 45 条第４項《清算中の法人の確定

申告》に規定する「残余財産が確定した場合」

とは、一切の資産、負債の額が具体的に確定し

たことをいうが、解散した法人の資産、負債の

一切を当該法人の首脳者等が引き継いで事業を

承継し、実質的に事業の譲渡をしたと認められ

るような場合には、その引継ぎがあったときに

残余財産が確定したものとして取り扱う。 

 
（事業を廃止した場合） 

17－1－2 法第 57 条第１項第３号《事業を廃止し

た場合の届出》に規定する「事業を廃止した場

合」には、事業の全部を相当期間休止した場合、

事業の全部を譲渡した場合又は清算中法人の残

余財産が確定した場合が含まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（協同組合等が支払う事業分量配当金） 

14－1－3 法法第 61条第１項第１号《協同組合等

の事業分量配当等の損金算入》に掲げる協同組

合等が組合員等に支払う事業分量配当金のうち

課税資産の譲渡等の分量等に応じた部分の金額

は、当該協同組合等の売上げに係る対価の返還

等に該当する。 

 

（残余財産の確定） 

15－2－6 法第 45 条第４項《清算中の法人の確定

申告》に規定する「残余財産が確定した場合」

とは、一切の資産、負債の額が具体的に確定し

たことをいうが、解散した法人の資産、負債の

一切を当該法人の首脳者等が引き継いで事業を

承継し、実質的に営業譲渡をしたと認められる

ような場合には、その引継ぎがあったときに残

余財産が確定したものとして取り扱う。 

 
（事業を廃止した場合） 

17－1－2 法第 57 条第１項第３号《事業を廃止し

た場合の届出》に規定する「事業を廃止した場

合」には、事業の全部を相当期間休止した場合、

営業の全部を譲渡した場合又は清算中法人の残

余財産が確定した場合が含まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




